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〔論文要旨〕
目　的：自然災害と子どもの肥満に関して文献検索を行い，科学的な根拠に基づいた関係性について評価し，今

後の災害時の子どもの肥満への中長期的な対応指針を検討することを目的とした。
対象と方法：子ども，肥満，災害に関連した統制語，自由語を用いて，PubMed，The�Cochrane�Library，

PsycINFO，MEDLINE/Ovid，医中誌 Web で検索を行った。文献の適合基準は，自然災害で被災した０～18歳の
子どもについて，肥満に関連した内容の報告であることとした。
結　果：12件の文献が該当した。ほとんどが東日本大震災に関連した疫学調査で，大きく被害を受けた岩手県，

宮城県，福島県では未就学年齢から小学校低学年までの児童の被災後の肥満傾向があり，特に福島県ではその程度
や遷延性が強かった。
考　察：東日本大震災で被災した子どもは居住環境の変化，活動性の制限，食事内容の変化，心理的負荷の増大

など複合的な肥満のリスク環境に暴露されていた。本邦では，子どもが大地震のように復興に時間を要する災害規
模で被災した場合は，複合的な肥満リスクにさらされ，運動制限も加わる状況においては，中長期的な肥満リスク
がさらに高まる可能性がある。保健師，保育士，栄養士など，地域の子ども支援に携わる多職種が連携して多面的
に生活変容を支援していく必要がある。
結　論：自然災害後の生活変容は子どもの肥満リスクを複合的に高める可能性がある。今後の知見の蓄積が求め

られる。
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Ⅰ．目　　　的

東日本大震災は2011年３月に東北地方を襲ったマグ
ニチュード9.0の大地震で，津波による被害も合わせ
て18,000人以上が死亡もしくは行方不明となった1，2）。
特に，岩手県，宮城県，福島県の被害は大きく，福島
県にある福島第一原子力発電所は深刻なダメージを受
けた3）。放射性物質が拡散し，福島県では，2012年の
４月までに同県の約８％の面積にあたる避難地区から

県民の約８％に該当する165,000人が避難することと
なった4）。

その後，呉らにより，乳幼児健診調査と保育所調査
での身体測定データの収集を軸とした東日本大震災被
災地の小児保健に関する調査研究が行われ，大震災後
に被災地の子どもの肥満が増える可能性と今後の大災
害発生後の肥満への対策の必要性が提言された5～7）。

今回，成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健
やか次世代育成総合研究事業）で災害後の子どもの肥
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満増加という視点にも着目した中長期的な支援を盛り
込んだ内容のマニュアル作りを行うこととなった。

本研究では，自然災害と子どもの肥満という視点
で，網羅的文献検索を行い，これまでに自然災害で被
災した子どもに関して，肥満についてどのような研究
があったのかということを検索し，科学的な根拠に基
づいた関係性について検証することを目的とした。

Ⅱ．対象と方法

今 回 の 検 索 は PubMed，Embase，The�Cochrane�
Library，PsycINFO，MEDLINE/Ovid，医中誌 Web
で行った。コクランジャパンの情報専門家（IS：In-
formation�Specialists）とともに調査は２段階に分け
て行った。

検索は，子ども，肥満，災害に関連した統制語，自
由語を用いて行われ，研究デザインに関してはランダ
ム化比較試験，コホート研究，症例対照研究などのフィ
ルタを使用した。文献の発行期間，サンプルサイズで
の制限は行わなかった。

第一段階として，2019年８月28日までに英語で，
PubMed，Embase� での検索が行われ，第二段階と
して，2020年２月12日までに，英語で The�Cochrane�
Library，PsycINFO，MEDLINE/Ovid での検索，日
本語で医中誌 Web での検索が行われた。

文献の適合基準は，自然災害で被災した０～18歳の
子どもについて，肥満に関連した内容の報告であるこ
とであり，最初に題名・要約での評価，次に全文の内
容を評価することで選定を行った。

Ⅲ．結　　　果

１．対象論文の概要

1,469件の文献が抽出され，重複除去後は1,238件の
文献が残った。題名・要約から明らかに本研究の趣旨
と異なるものは除外し，18件が残った。次に全文での
評価を行い，６件は，災害時の運動の精神面・生活の
質への影響，災害時の低栄養への対応，放射線量と甲
状腺癌との関係に関連した内容であり除外し8～13），12
件が今回の適合基準を満たした14～25）。文献選定のフ
ローチャートの詳細は図に提示する。

今回抽出された12件の文献の主だった内容は表に提
示する。

文献は，本邦からの報告だけであり，自然災害の種
類はいずれも地震であった。８つの文献は東日本大震

災被災による体格への影響，３つの文献は東日本大震
災後の生活環境の変化による体格への影響，１つの文
献は阪神淡路大震災被災による体格への影響を調査し
ていた。11件がコホート研究で，１件が横断研究であっ
た。対象年齢は未就学児から15歳までであり，いずれ
も今回の対象年齢（０～18歳）を満たしていた。

コホート研究の調査時期は概ね震災後２年以内には
開始されており，データ抽出期間は１～８年間と幅が
みられた。研究のアウトカムは，BMI，BMI�z︲score，
BMI� SD� score，over� weight，body� weight，
prevalence�（percentage）�of�obesity，obesity�rate な
どであり，obesity，over�weight は obesity�index＝（計
測体重－標準体重）/ 標準体重×100（％）が15以上，
もしくは20以上という定義であった。

２．東日本大震災後の体格への影響

ⅰ．東日本大震災被災による直接的な影響

８つの文献がコホート研究として東日本大震災被災
の体重への影響を調査していた14，15，�18～22，�24）。４つの文
献は，上述の呉らによる調査研究の保育園での健診調
査を基盤として研究されており7，18～21），震災時に３～
５歳の未就学児童を暴露群，震災時に６～７歳の就学
児童をコントロール群として，震災後の健診データの
推移を２群で，もしくは地区別で比較をしていた。東
北地方で被害の多かった３県（岩手県，宮城県，福島県）
では暴露群はコントロール群よりも BMI 上昇傾向や
肥満有病率の上昇がみられ，その傾向は３県とそのほ
かの県と比較しても認められたこと，３県の中では，
特に福島県において BMI 上昇傾向は強く，震災後1.5
年を経過してもその傾向が遷延していたことが報告さ
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適合基準に合った文献
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図　自然災害で被災した０～18歳の子どもの肥満に関す
る文献選定のフローチャート

（数字は文献数を示す）
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れている18～21）。
残り２つの文献は同様の呉らによる調査研究の乳

幼児健診調査を基盤として研究されており，震災時
に42�月未満の児童を暴露群，震災時に42�月以降
の児童をコントロール群として，震災後の健診デー
タの推移を２群で，もしくは地区別で比較をしてい
た。福島県においては，暴露群はコントロール群よ
りも42�月時点での BMI が高値であったことが報告
されている6，14，15）。
２つの文献はより年長児を対象としていた。１つの

文献は，震災時に５～７歳，８～10歳，11～17歳であっ
た３群で，震災後の健診データの推移を地域別に比較
しており，岩手県，宮城県，福島県の５～７歳の群は
被災３年後でも BMI，肥満率が高い傾向が認められ
ており，３県の中では福島県の５～７歳，８～10歳の
群でその傾向が強かったことが報告されている22）。１
つの文献は，震災時に栃木県の小学１～６年生の震災
前後での健診データの推移を震災前３年間の同学年の
健診データコホートと比較しており，栃木県の４つの
市において，２群での震災前後での体重増加量，肥満
度，体重増加幅のばらつきの差は認められなかったこ
とが報告されている24）。
ⅱ．東日本大震災後の生活環境変化による間接的な影響

１つの文献が横断研究として，２つの文献がコホー
ト研究として東日本大震災後の生活面の変化が体重へ
与える影響を調査していた16，17，23）。１つの文献は，宮
城県の小学校を被災の強さで区分けして，2017年８月
の時点で，６～11歳の児童の肥満有病率と食事スピー
ドの関係を調査しており，被災の程度が強かった小学
校での肥満有病率の増加は食事スピードとは関係がな
かったことが報告されている16）。
１つの文献は，宮城県陸前高田市にて，2013年の時

点で小学４～６年生の児童を，仮設住宅と自宅の児童
の２群に分けて，震災前後の健診データの推移を比較
しており，仮設住宅児の方が，経時的に肥満有病率，
BMI の上昇傾向が強かったことが報告されている17）。
１つの文献は，福島県相馬市にて，2015年の時点で

13～15歳の児童の震災後の健診データの推移と課外活
動制限の関係性を調査しており，震災後の課外活動制
限による BMI，肥満有病率への影響は認められなかっ
たことが報告されている23）。

３．阪神淡路大震災後の体格への影響

１つの文献がコホート研究として阪神淡路大震災被
災の体重への影響を調査していた25）。被災した地域に
て，1996年の時点で小・中学生の児童の震災後の健診
データの推移を震災前５年間の同学年の健診データコ
ホートと比較しており，男子では地区の被災程度によ
らず全年齢で被災直後の体重増加量が目立っており，
1996年の計測ではその傾向は軽減していたことが報告
されている25）。

Ⅳ．考　　　察

このオーバービューは自然災害で被災した子どもと
肥満の科学的な根拠に基づいた関係性について検討
し，その普遍性，地域あるいは災害特異性について評
価するとともに，今後の災害時の子どもの肥満への中
長期的な対応指針を検討することを目的としている。

適合文献はほとんどが東日本大震災に関連した報告
で，今回の研究調査の発端となった疫学調査に関連す
る文献が多く含まれていた14，15，18～21）。東日本大震災で
大きく被害を受けた岩手県，宮城県，福島県では未就
学年齢から小学校低学年までの児童の被災後の肥満傾
向があり，特に福島県ではその程度や遷延性が強かっ
たことが報告されていた。

自然災害と子どもの肥満に着目された調査は阪神淡
路大震災に関連した文献はあったが25），2011年の東日
本大震災を経て，2012年以降に多くが調査されており，
これまではその関係性について十分に調査がなされて
いなかった可能性がある。

今回の文献調査では，自然災害と子どもの肥満に関
して海外からの報告は含まれていなかった。特に発展
途上国での子どもの被災に関する文献では，自然災害
はもともとの子どもの低栄養・成長障害をさらに悪化
させる要因として捉えられており，中長期的な肥満へ
の影響というよりは，低栄養による低体重や健康状態
の悪化をいかに予防するかという視点で論じられてい
るものが散見された26～28）。

東日本大震災での被災県での肥満増加の誘因とし
て，仮設住宅が増え外遊びのスペースが減ったこと，
仮設住宅での生活を含めた日常生活面での変化（漫画
視聴時間の延長，通学時間の短縮，睡眠時間の短縮），
救援物資による炭水化物の多い食生活への変化，被災
による心理的負荷の影響などが推察され，岩手県，宮
城県，福島県の中で特に福島県での肥満増加が著し
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かった誘因としては，被曝を避けるための外遊びの制
限がなされたという原子力発電所事故が大きく関与し
ていた可能性が報告されている15，17～22）。

これまで，子どもの肥満に対しての予防，治療法
についての介入研究は多くあり，身体活動性を高め
ること，食事面での調整を行うことは肥満症の予防
に有用であること，睡眠時間の短さやテレビ視聴時
間の長さは肥満につながり得ることなどが報告され
ており，その教育，実践的な関わりを，家族―学校―地
域で連携して行うことが重要であることが述べられ
ている29～35）。

東日本大震災は原子力発電所事故を伴う，地震，津
波の複合型震災であったという特殊性はあったが，肥
満リスクという観点からは，被災した子どもは，肥満
予防，治療をまさに逆行する複合的なリスク環境に暴
露されていたことになる。

本邦においては，本研究で取り扱った大地震のよう
に，復興に時間を要する規模の自然災害で被災した場
合は，複合的な肥満リスクにさらされる可能性があり，
特に原発事故のように運動制限も加わる状況において
は，中長期的な肥満リスクがさらに高まる可能性があ
るのではないか。保健師，保育士，栄養士など，地域
の子ども支援に携わる多職種で連携しながら，運動面，
食事面，メンタルヘルスを含めた生活面を多面的に支
援していくことが重要だと考える。

今回の調査からは，自然災害と子どもの肥満という
観点での報告が多く認められ出したのは東日本大震災
以降であり，その関連性について十分な知見が蓄積さ
れた状況とはいえないと考える。今後の自然災害に際
して子どもの肥満への影響を明らかにするために引き
続き調査，研究を行っていく必要があると考える。

Ⅴ．結　　　論

東日本大震災後，被災県での子どもの肥満傾向が報
告されていた。子どもは被災後に居住環境の変化，活
動性の制限，食事内容の変化，心理的負荷の増大など
肥満の複合的なリスク環境に暴露されていた。本邦に
おいては，子どもが，特に復興に時間を要する規模の
自然災害で被災した場合は，複合的な肥満リスクにさ
らされる可能性に目を向ける必要があり，今後の自然
災害に際して子どもの肥満への影響を明らかにするた
めに引き続き調査，研究を行っていく必要があると考
える。
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〔Summary〕
Objective：This� study� searched� literatures� on� the�

relationship�between�natural� disasters� and�obesity� in�

children．Our�aim�was� to� find�evidences� to� establish�

guidelines�for�both�meddle︲�and�long︲term�interventions�

to�childhood�obesity�affected�in�natural�disasters．

Materials and Methods：We�searched�both�controlled�

and� opened�words� tagged� as� children�（0︲18�years），

obesity，and� disaster� on� the� websites� including�

PubMed，Embase，The�Cochrane�Library，PsycINFO，

MEDLINE/Ovid，and� Ichushi� Web．We� accepted�

studies�on�obesity�among�0︲18�years︲old�children�in�case�

of�natural�disasters．

Results：Twelve� studies� matched� our� criteria．

Majority�of� them�were�epidemiological�assessments�on�

the�Great�East� Japan�Earthquake� in�2011．In� terribly�

damaged�areas�such�as�Iwate，Miyagi，and�Fukushima�

prefectures，pre︲school�and� lower�elementary�children�

were�tended�to�be�obese．Among�those�areas，children�

in� Fukushima�were�more� likely� to� obese� in� longer�

periods．

Discussion：Victim� children� in� the� earthquake�

were�exposed�to� the�condition�with�complexed�risks�of�

obesity，such�as�changes� in�accommodation，mobility，

daily�diets�and�psychological�burden．In�Japan，children�

had� complexed� risks� of� obesity� in� natural� disasters�

requiring�prolonged�time�for�recovery．And�more，the�

risk�may�enhance� in� longer�periods�under�the�condition�

with�restricted�mobility．Multidisciplinary� interventions�

by�professionals�including�public�health�nurses，nursery�

teachers�and�dietitian�are�required．

Conclusions：Changes� in� lifestyle�after� the�disasters�

are� likely� to� enhance� complex� risk� of� obesity� among�

children．Further�findings�on�this�issue�are�necessary．
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